
生成ＡＩと知的財産 

長野県知財総合支援窓口 久保 順一  
 
１．はじめに  

生成ＡＩ（生成型ＡＩ、生成的人工知能）については、

２０２３年５月にＧ７広島サミットで国際ルール作り

が議題として取り上げられ（広島ＡＩプロセス）、その

後もオンラインで検討が継続しています。また、多くの

情報関係の研究機関や、文化庁、特許庁でも活用のため

の研究が進められています。合せて、身近な新聞等でも、

社会に貢献する点や課題等について報道の対象として

多数取り上げられています。 
そこで、本稿では生成ＡＩについて知的財産面から検

討し、その結果をお知らせします。  
 
２．生成ＡＩについて 
①「生成ＡＩ（生成型ＡＩ、生成的人工知能）」とは、人工知能（ＡＩ）を使って新

しいデータや情報を作り出す技術を言います。生成できるデータには、文章（テキ

スト）、音声、画像など多くの種類がありますが、現在は、言語・音声生成や動画・

画像生成が注目されています。  
②ＡＩの歴史  
 「ＡＩ（人工知能）」は、１９５０年代に「チューリングテスト」（英国人チュー

リングの提案による、機械が人間的であるかの判定テスト）として始まりました。

第一次ＡＩブームは、１９６０年代に始まったもののコンピュータ性能の限界によ

って収まっていました。その後１９８０年代以降第二次ブームとなり、さらに、２

０００年代にはコンピュータ性能の向上と普及により急激に広まっています（第三

次ＡＩブーム）。  
 このような中で「生成ＡＩ」が注目されるようになっています。火付け役は、２

０２２年１１月に公開された「ＣｈａｔＧＰＴ（○Ｒ）」と云われています。現在はさ

らに画像生成、テキスト（文書や対話）、生成動画、生成音声等に広がり、そして多

くの企業が参入しています。 
 以下に、それぞれの動向を知的財産面から探求します。  
 
３．特許出願  
①出願件数の推移（第１図） 

Ｊ－ＰｌａｔＰａｔ（特許情報プラットフォーム）にて、全文に「生成ＡＩ」ま

たは「生成型ＡＩ」の語を含む特許出願を選択し、さらにその語が本テーマを意味

しているか確認し、再度抽出しました。  
 その結果、現在公開されている出願のうち４５件が該当し、その件数の推移を第

 



１図、特許分類（ＩＰＣ）を第２図に示します。 
 「生成（型）ＡＩ」の語は、特許出願では、２０１２年にゲームメーカーから始

まりましたが２０１７年までは年１件又は０件でした。２０１８年から数社が参入

し、２０２３年から急増しています。最近の増加であって大半は出願から１年半の

公開時期前であると思われるため、実際にはさらに多くの出願がされていると推定

されます。  
②特許分類（第２図） 
 Ｇ０６（計算または計数）が６８％と多く、Ｈ０４（電気通信技術）が１１％で

続いています。なお、Ｇ０６の内訳はＧ０６Ｆ（電気的デジタルデータ処理）が多

くを占めています。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．意匠登録  
 現状の意匠分類の区分けでは生成ＡＩに直接絞り込むことが困難であるため、「意

匠に係る物品の説明」内に「ＡＩ」の語がある登録を検索し、その上で内容を確認

して本テーマに該当するものを抽出しました。 
① 出願件数の推移（第３図） 

２０１８年に集中的に出願があり、翌年には１件に減少しましたが、その後徐々

に増えています。  
 ２０１８年の集中的出願は、ソニー株式会社及びその関連会社によるものであり、

前者では自動調理、後者では細胞の培養が対象になっています。また、２０２１年

以降には、某農薬メーカーの出願が多いことが特徴的です。  
② 分類別件数（第４図） 

意匠分類別に見ると、Ｎ３－１１（グラフィカルユーザーインターフェース）が  
２１％、Ｄ５－１２０２（調理装置）１７％、Ｎ３－１０（グラフィカルユーザー

インターフェース領域区分型）１６％、Ｊ０－２（ロボット）１４％と分散した件

数になっています。  
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第２図 分類別件数
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第１図 生成ＡＩ特許出願件数



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．商標出願  
（１）「ＡＩ」について（第５図）  
 Ｊ－ＰｌａｔＰａｔにおいて、標章（？ＡＩ）

×称呼（？エイアイ）×類似群コード（１１Ｃ

０１（９類）＋４２Ｐ０２（４２類））で検索を

行いました。なお、１１Ｃ０１は電子応用機械

器具、４２Ｐ０２は電子計算機のプログラムの

設計・作成又は保守を表わします。  
 この結果、２０１７年から増え、更に、２０

２３年には急激に増加しており、最近数年間で社会的に注目されるようになったこ

とが確認されました。 
 なお、意匠・商標共に調査項目を絞り込んであるため、数字的には正確と言えま

せんが、動向や傾向は把握できると思われます。 
（２）「ＧＰＴ」、「ＣＨＡＴ ＧＰＴ」について 
 同語を含む商標は、２０２３年に４０件以上の新規出願がされていますが、アメ

リカのＯｐｅｎＡＩ社の日本における権利との関係が課題です。 
 「ＧＰＴ」とはＯｐｅｎＡＩ社が開発した言語モデルであり、日本でも商標登録

がされています。また、「ＣＨＡＴ ＧＰＴ」は国際登録がされています。  
 これにより、「ＧＰＴ」や「ＣＨＡＴ ＧＰＴ」の使用には、権利侵害にならない

ように注意が必要です。 
 
６．新聞記事（第６図） 
 報道による取扱いは国民の関心度合いを表わ

すと共に、報道の内容は独自であって知的財産

の一種とも解されますので、地元新聞における

ＡＩに関する報道数の推移を調べてみました。 
 「ＡＩ」のみでは的外れになる場合が多いた

め、「人工知能」や「生成ＡＩ」の語を含む記事

に絞って調査を行いました。 
 この結果、「人工知能」を含む記事は８年以上
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第４図 分類別件数
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第３図 生成ＡＩ意匠出願件数

 

0
50

100
150
200
250

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

第５図 ＡＩ商標出願件数
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第６図 新聞記事数
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前から継続的に存在していますが、２０２３年２月に急増しています。その後、若

干減少気味ではありますが、多くの件数が維持されています。 
 「生成ＡＩ」は、２０２１年９月に初めて登場し、その後ほとんど取り上げられ

ていませんでした。しかし２０２３年５月（広島サミットの時期と一致します）か

ら急増し、同月をピークにほぼ同数が維持されています。  
 
７．生成ＡＩと著作権の関係 
①生成ＡＩは、コンピュータが学習したデータを元に利用者の指示に基づいて新し

いデータや情報を生成し、提供します。  
 この場合、著作権との関係が課題になります。なお、著作権は各国独立の権利で

はなく、一度発生したならばほぼ全世界（条約締結国間）で同時に保護されるよう

になる権利です。そこで、国会では、ＡＩ生成に関する法的な取り扱いを明確にす

るよう２０１８年に著作権法第３０条第４項を制定しています。 
 これにより、ＡＩ学習用に写真や文書等のデータを利用する行為はあくまでも学

習モデルの生成が目的であって、「思想又は感情の享受」とは云えないために、著作

権法に違反しないことが明らかになりました。 
 但し、それによって創出されたＡＩ生成物が元の著作物と似ている場合には、著

作権の利用になって著作者の許諾が必要になる場合があります。そもそもが、著作

物を活用して生成するのですから、その結果物も差異が付きにくくなっていること

が考えられます。  
さらに、海外においては、ＡＩの学習用に著作物を使うこと自体が問題との見解

もあり、国によって解釈が共通していません。アメリカでは、大手新聞社が、記事

を許可なく学習して記事を活用した回答を生成することにより、その分の購読料や

広告料の収入が得られなかったとして、チャットＧＰＴ関連企業に損害賠償やシス

テムの破棄を求めた訴訟が提起されています。 
 
８．まとめ  

以上のように生成ＡＩは技術の進歩によって実現されるようになった技術であり、

急激に普及が進んでいます。しかし、既存のデータを活用する技術であるため、既

存の権利を侵害する恐れがあり、実際にトラブルも発生しています。これに対して、

政府も、法律の範囲を明確にして技術の進展と既存の権利の両者に貢献するように

努めています。  
 知財総合支援窓口は、このような状況や法律の適用を正しく理解して、技術及び

社会生活全体の進展に努めることも役割の一つと考えます。  
長野県知財総合支援窓口は、知的財産面から産業の発達や企業の活性化等の社会

の健全な発達のための支援を行いますので、ご活用をお願い致します。  
以上 

（原稿作成 ２０２３年１２月）  


